
特別記事

仙台圏の最新不動産事情
東日本大震災後、仙台・宮城県圏域の不動産市場は「震災特需」の影響により建設・住
宅関連業界を中心に活気づき、特に居住用不動産の住宅市場は建築・売買・賃貸ともに
逼迫した状況が続いている。また、投資マネーが不動産投資市場になだれ込んできてお
り、事業用不動産の取引が活発化している。今後の住宅市場の展開を需給面から事業用
の最新動向と2013年の予測を、それぞれ二人の専門家から伺った。

第一部
仙台・宮城県の居住用不動産の最新
事情と復興住宅需給について

第二部
仙台・東北圏の投資用・事業用不動
産の最新事情

佐々木　篤
（ささき　あつし）

（NPO法人金融検定協会認
定）中小企業事業再生マネー
ジャー、 宅地建物取引主任
者、株式会社シーカーズプ
ランニング代表取締役

佐々木　正之
（ささき　まさゆき）

ア セ ッ ト ブ レ イ ン ズ 仙 台
ネットワーク　事務局長 / 
株式会社 ナカリエステート
常務取締役

－Plofile－
　1984年東北大学法学部卒業、同年株式会社リク
ルート入社、主に住宅情報事業部門にて首都圏及び
東北支社の営業部を中心に従事し、2007年東北支社
長。2011年同社を退社し、2012年仙台にて株式会社
シーカーズプランニングを設立、代表取締役就任。
㈱アセットパートナーズ東北、及びアセットブレイ
ンズ仙台ネットワーク所属。
　長く住宅情報事業に携わり、現在は宮城県の住宅
不動産に関するマーケティングを行い、マンスリー
レポート「シーカーズアイ」を発行、講演活動を行う。
組織活性及び営業強化面を中心に、企業収益力の強
化サポート、企業再生支援活動も行う。

－Plofile－
　東北学院大学法学部法律学科　1976年卒業、信販
会社・リース会社等勤務後、1989年オールライス
メーカーナカリ株式会社グループの不動産事業会
社、株式会社ナカリエステートへ取締役として入社。
1998年専門家50名による資産活用コンサルティング
組織「アセットブレインズ仙台ネットワーク」を設
立。同時に研究会組織「仙台アセットマネジメント
研究会」を立ち上げる。
　プロジェクトテーマを中心として定期的に例会や
セミナーを開催、講演会の講師としても活躍中。
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第一部
仙台・宮城県の居住用不動産の最
新事情と復興住宅需給について
株式会社シーカーズプランニング
代表取締役社長　佐々木　篤

聞き手：東京商工リサーチ　東北支社　上席部長　鈴木正次

　　東日本大震災後、仙台・宮城県圏域の不動産市
場は「震災特需」の影響により建設・住宅関連業界
を中心に活気づき、特に居住用不動産の住宅市場は
建築・売買・賃貸ともに逼迫した状況が続いていま
す。最新の動向と今後の住宅市場の展開を需給面か
ら伺います。宮城県の民間住宅着工数の推移です
が、2013年１月～３月は、持家・貸家ともに昨年秋
の約１千戸前後のペースからは少ない申請件数とな
りました。一時期と比べ、全体の動き、復興需要者
の動向ともに落ち着いたという声も聞かれます。
佐々木：結論から申し上げますと、一服感のある確
認申請件数は、各種支援制度の確定・浸透、及び用
地整備とともに再び増加すると予測します。まず、
需要数ですが、震災によって新たな住宅が必要と推
測される総数が約10万戸。公営による供給予定数が
２万8,449戸ですから、民間供給・区画整理等によ
る需要は７万戸分以上と推測されます。

　　民需の７万戸の根拠は？
佐々木：全壊数８万5,311棟に、半壊数（15万1719
棟）の10％で、総需要数は10万戸と仮定。災害公営
住宅が１万5,381戸、防災集団移転による住宅用地
が１万3,068区画ですから、民間の需要数は７万戸
以上に推測されます。別表の早見表をご覧くださ
い。供給数から見て、平成25年度末の来年３月あた
りで、官民併せても需要に対する不足数は７万1,916
戸に試算されます。

　　にも関わらず、確認申請件数に一服感が表れた
背景は？

佐々木：弊社調べで、住宅展示場来場者数は年明け
も高水準で推移しています。ゴールデンウイークの
フェア等への来場状況も高水準だった訳で、住宅へ
の関心の高さが窺えます。しかし、住宅事業会社か
ら、土地なしユーザーが多く対応が困難なこと、契
約者に占める被災者割合も減っているとの声が聞か
れました。区画整理地の用地整備状況や、各自治体
の住宅支援制度が続々と発表中など進捗を見守りた
い要素が多く、用地面・資金面で手当の付いた方が
早期に動き、今は状況を見て、今後具体的な行動に
移す方が多いと推察されます。また、供給能力の限
界が挙げられます。震災後の着工戸数は、持家が震
災前の５千戸前後から１万戸近くに約２倍と急増、
貸家は震災前の５千戸弱から２千戸強増加。長期的
に低水準に推移したことによる供給能力の限界が申
請件数の制約要因になっている可能性も大きいで
す。

　　そのためでしょうか、引き続き中古市場、居住
用賃貸住宅が活気づいている。
佐々木：中古マンション需要が際立ちます。新築マ
ンションは30年以上続いた2,000戸～2,500戸ペース
から、いわゆるリーマンショック後のこの４年間は
約1,000戸前後ペースが続いてきました。新築供給
が低水準で推移していることから、復興需要は中古
マンションに向かい、成約価格の急上昇につながっ
ています。中古マンションの平均成約価格は1,200
万円前後で安定的に推移していました。震災後上昇
し始め、2012年は1,500万円台、2013年に入り1,700
万円台になりました。2013年２月には、平均価格
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1,926.8万円、坪単価86.7万円まで上昇、築年数の浅
い物件も多く取引されました。築５年未満の築浅物
件が3,000万円前後で成約、特に価格上昇のけん引
役となっています。一方、築年数20年、30年以上の
物件も価格は上昇しており、ある意味「売り時」と
言えそうです。

　　戸建て（建売）の動向はいかがですか？
佐々木：新築戸建ては、2011年と2012年の比較です
が、平均成約価格は上昇し、約3,000万円前後。アッ
プ額は宮城県全体で423万円、仙台圏で326万円。中
古成約平均価格も2012年12月以降2,000万円前後で
推移しており、震災以降は郊外物件の成約価格が強
含みに推移しています。

　　居住用賃貸住宅需要も強含みが続いています。
佐々木：募集戸数は震災前の約３万件から約半数と
なり、入居率は引き続き90％台後半。満室に近い状
態が続いています。特にファミリータイプが顕著で
す。募集賃料は利便性の良いエリアでは震災前より
１万円以上高い水準のところが多くなっています。
ただし、賃貸需要は、災害公営住宅の入居等が始ま
れば、民間借り上げ仮設住宅からの退去が少しずつ
進むと思われますし、このまま賃料水準が高い状態
が続くと、住宅取得が有利となり、持ち家派が増加
する可能性も大きいです。

　　なるほど、復興のつち音が高まるにつれ、住宅
マーケットの需給が大きく変化しますね。需給の推
移をどのように予測されますか？
佐々木：復興の要素だけではなく、次のような動向
が連動して、動きは決まってくると考えます。
①開発動向
②人口動向
③ 各種制度（消費税アップ、住宅ローン減税拡大、

相続・贈与税等資産税制変更、金融円滑化法終了
後の動向

④ 復興公営住宅整備、防災集団移転用地整備・区画
整理地供給

⑤民間による住宅供給動向
　もう一度、早見表をご覧ください。復興計画進捗、

需要戸数と充足状況を時系列で示したものです。冒
頭に申し上げましたように、一服感のあった確認申
請件数は各種支援制度の確定・浸透、用地整備とと
もに再び増加するでしょう。住宅市場の転換期は今
から２年後の平成27年から28年度頃。なぜならば、
公営住宅の多くが整備され、防災集団移転用地に加
え、区画整理地が相当数供給されるからです。そし
て、早見表通りのペースで供給されれば、転換期か
ら２年から３年後の平成30年頃に復興需要は充足し
ます。

　この間、開発が進む仙台圏には沿岸部、福島方面
から一定数の人口が流入・定住し、持家、賃貸両面
での住宅の需要が発生するでしょう。しかし、賃貸
の需給は、各種公的住宅整備とともに元の３～４万
室の空室を前提にした市場に戻る恐れがあります。
特に居住空間の狭い１Ｋタイプは少子高齢化の人口
構造の変化からも供給過剰状態となり、リフォーム
等による物件競争力の改善、あるいは、ニーズが増
えている高齢者向けや戸建てタイプ等、時代のニー
ズに対応した組み換えが必要でしょう。また、金融
円滑化法終了、資産課税強化はともに今後１、２年
内に、物件の売却や資産の組み換えを押し上げる要
因になります。円滑化法終了の影響は企業がよく話
題に挙げられますが、住宅ローンの適用対象件数は
2012年９月時点ですが全国で約23万件（参考までに
企業は延べ344万件）。11年目から金利が高くなる「ゆ
とりローン」の償還と連動しています。

　　ありがとうございました。住宅の需給逼迫がい
つまで続くのか、計り知れなかったのですが、佐々
木社長のご指摘では、５年後の平成30年には住宅
マーケットが一変しますね。一方、この間の需給は
激変と言えるほどの大変化です。住宅に関わる経営
者には、佐々木社長が示す時間軸に事業展開を照ら
し、計画を慎重に立てていただきたいものです。
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第二部
仙台・東北圏の投資用・事業用
不動産の最新事情
株式会社ナカリエステート
常務取締役　佐々木　正之

聞き手：東京商工リサーチ　東北支社　上席部長　鈴木正次

　　建設・住宅関係の震災特需に加え、アベノミク
ス効果で不動産投資マインドが高まり、取引が増加
傾向にあります。傾向と分析をいただき、2013年を
どのように予想されますか？
佐々木：J-REITが仙台・東北圏で取得した物件一
覧と、用途別、取得年度別、県別を表にしました。
2013年６月30日現在までの総額が69物件、1,405億
円。大震災発生翌年の2012年、J-REITは仙台市を
中心とする東北で６銘柄、12物件、約209億円を取
得しました。不動産バブルに沸いた2007年の７銘
柄、９物件、189億円を超え、過去最高を記録しま
した。それが、2013年に入り、僅か６ヶ月間での取
得が前年とは顔ぶれの違う５銘柄、10物件、388億円。
過去最高記録を塗り替えています。10物件のうち６
物件が物流です。インフラが整う太平洋側が重要な
物流拠点になるとの関係筋の指摘があり、市場は安
定的な利回りが期待できる物流が全国的な投資回復
に伴い、東北での取得が増えています。つまり、有
望な投資先となっています。実体経済の回復を先取
りした投資マネーが不動産市場になだれ込んでいる
様相です。仙台圏の今後は、震災特需を背景として、
金融緩和政策による投資マインドの上昇により、不
動産取引が活発化し、2013年は成長の年になると予
想されます。

　　2013年はどのくらいの取引規模を予想されます
か？

佐々木：事業用不動産取引が仙台圏だけで３倍規模
になるのではと予想しています。相対取引、町場で
の取引はすべてカウントできませんが、判明した弊
社推計では、2011年の事業用不動産取引が約50物
件、350億円。2012年が約80物件、680億円、多くて
100件くらい700億円と見ています。2012年にフリー
ズ状態から脱し、一般法人による実需の土地購入や
投資用不動産取得により取引が大幅に増加しまし
た。なかでも、不動産関係会社の取得が増加し、全
体の54％を占める43物件、460億円。金額は全体の
68％を占めます。このうち、先にお話ししました
J-REITが12物件、約209億円。2011年から金額で倍、
件数もほぼ倍です。構成比では、物件が少なく土地
取引が29％、マンションも33％に減少。思った以上
にビルが増加し25％。この年は物流が少ないが買わ
れ始めた。特徴として挙げられるのがバブルの前兆
気配で、短期転売の取引や築20年以上の中古ビルや
マンションの取引が増加しました。取引事例では、
仙台駅東口のビル取引で、昨年６月に取引された物
件が今年の３月に転売されました。大手ゼネコン所
有のビルをファンドが購入したケースです。転売が
できる構造になってきたと言えます。二日町のビル
が３ヶ月で売却された事例もあり、築年数の古いビ
ル、古いマンションの取引も2012年は多かった。例
えば、大町とか片平地区の築30年、入居率は半分だ
が利回りは15％というケースで、こういった案件が
15件くらいあった。地元企業、個人所有者が売り主
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で、地元の企業、結構山形方面の方も買っており、
取引が増加しています。

　今後ですが、首都圏のマーケットは底打ち感があ
り、レジデンスを中心に物件は不足しています。金
融機関の好決算から、ファイナンス環境が好転に向
かい、投資意欲が旺盛になってきています。当面、
この傾向は続くでしょう。不動産ファンド会社内の
ポートフォリオ見直しのため、地方物件の譲渡・取
得が注目されています。2013年に入り事業用不動産
取引は６月末現在、40件の取引で650億円であり、
2012年分を半年で達成したことになります。土地11
物件、マンション９物件、ビル９物件、商業施設８
物件、物流３物件とあらゆる種類の取引が増加して
おり「在庫一掃」の様相です。買主別件数を見ます
と、J-REIT７物件、ファンド会社２物件、デベロッ
パー６物件、不動産関係会社７物件、一般法人18物

件、個人０物件。東京のパワーが半分、地元が半分。
仙台市場は「売手市場」を反映して、「今が売り時」
のタイミングに買いニーズがマッチングして地元企
業同士の取引も成立しています。

　３年前、売れなかったあすと長町、あそこだけで
300億円は動いている。東部地区でも2013年に５物
件くらい取引あり、坪15万円だったが、22、23万円
で取引されている。取引は増加傾向と言え、物流施
設投資は３物件で138億円。１か所40～50億円の投
資になっている。仙台市復興公営住宅公募買取事業
の応募数から見ても、31件、2,520戸の応募数に対し、
決まった戸数が1,381件。敷地面積から割り出すと
土地が約50億円、建物が220億円に推計され、270億
円の事業になります。結論は今年も順調に推移し
1,500億円規模の取引になる。すでに650億円ですか
らそれを上回る可能性もあります。
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